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新型コロナウイルス感染症を封じ込めるも，
経済は大幅に失速
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概　　況
　2020年のカンボジアでは，新型コロナウイルス感染症（COVID-19）を封じ込め
るべく，学校の閉鎖や正月連休の延期，また国境での隔離措置などを徹底し，そ
の拡大を最小限にとどめた。一方，非常事態法を制定するなど強権的な体制の強
化が粛々と進められた。
　経済面では，人権状況悪化を理由とした欧州連合（EU）による特恵関税「武器
以外すべて」（Everything But Arms：EBA）の一部適用取りやめ，新型コロナウイ
ルス感染症の世界的拡大，そして10月の大規模洪水発生の影響などにより，大き
な困難に直面した。EU との貿易は大きく後退したが，一方でアメリカとの貿易
は拡大した。また，経済低迷の影響を大きく受けた労働者や貧困層に対しては，
現金支給などの支援プログラムが実施された。
　対外関係においては，中国と連携して新型コロナウイルスに対処した。隣国タ
イとベトナムとは，国境での人の移動を制限しつつ物流は途絶えさせない努力が
続けられた。

国 内 政 治

新型コロナウイルス感染症拡大を阻止
　 1 年を通じてカンボジアは新型コロナウイルス感染症の封じ込めに成功した。
最初の感染者は， 1 月27日にプレアシハヌーク州で確認された。患者は武漢から
訪れた中国人観光客であった。ただし，国内での感染拡大はみられなかったこと
から，初期の段階でフン・セン首相は「新型コロナウイルスを恐れない」という
姿勢をとっていた。 ₂ 月，感染疑いの乗客を含む2257人を乗せたクルーズ船ウエ
ステルダム号は日本やフィリピンなどで入港を拒否されていたところ，フン・セ

2020年のカンボジア
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ン首相が人道上の必要性を認め，シハヌークビル港への寄港が決まった。13日に
同クルーズ船が到着し，全員の陰性が確認されると，乗客たちは空路で帰国した。
なお， 1 人のアメリカ人客が，乗り継ぎで立ち寄ったマレーシアにて陽性反応が
出たとの報道もあったが，最終的に陰性であったことが確認されている。
　 ₃ 月になると，政府は予防的な措置を強化するようになった。 ₈ 日，国内 ₂ 例
目の感染者がシアムリアプで確認されたことを受け，シアムリアプ州の学校を閉
鎖した。また，国外での感染者増加を受けて，17日以降，欧米やイランからの入
国を禁止した。その後，全面的に学校や映画館，カラオケバーなどが閉鎖された。
学校閉鎖に伴ってオンライン授業への転換は早期に行われたが，それに対応でき
る環境が限られていることから，教育省は国営テレビに教育専門の放送を用意し
た。 ₄ 月 ₇ 日，感染拡大を防ぐためにフン・セン首相は ₉ ～16日のクメール正月
の延期を決定し，プノンペンなどで働く労働者たちに同連休中に帰省しないよう
求めた。やむを得ず帰省した労働者たちについては，居住地に戻った後に14日間
の隔離措置が課せられた。延期されたクメール正月の連休は ₈ 月17～21日に実施
されたが，10月31日～11月 1 日に開催予定だった水祭りは中止された。学校につ
いては， ₈ 月まで閉鎖されたのち， ₉ 月から ₉ 年生および12年生から限定的に再
開（一部地域では全学年）したが，11月 ₂ 日に予定されていた全面的な再開は，感
染事例発生に伴って頓挫した。例年 ₈ 月に行われている12年生修了試験は2021年
1 月に延期されていたが，12月15日，全員合格扱いとなった。
　11月 ₄ 日，ハンガリーの外務貿易大臣ら一行がカンボジア訪問後に，新型コロ
ナウイルスへの感染が判明した。カンボジア側の対面者の検査が行われ，政府高
官 ₃ 人を含む合計 ₄ 人が陽性となり，フン・セン首相も14日間自宅での隔離を
行った。これを受けて，プノンペンおよびカンダール州では学校が再度閉鎖され
た。さらに，11月28日には国内での市中感染が発生し，41人の感染が確認され，
再度全国的な学校閉鎖やイベントの制限が行われたが， 1 カ月で事態は収束した。
　2020年12月末までに確認された366人の感染者のうち，283人（77％）が海外由来
の事例であった。カンボジア人感染者の大半は，海外出稼ぎ労働者が帰国時の検
査で陽性確認されるケースが中心で，国内での感染は最小限にとどまった。また，
新型コロナウイルスによる死者は発生しなかった。

新型コロナウイルス対策とともに進む社会管理の強化
　政府は新型コロナウイルス感染症の拡大を抑制するために人々の行動を制限す
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る手法をとりつつ，社会をより厳格に管理する傾向を強めていった。 ₄ 月，非常
事態宣言を発出するための根拠となる非常事態における国家管理法（非常事態法）
が制定された。同法案は ₄ 月10日に国民議会で可決され，17日に上院を通過し，
27日までに憲法評議会が憲法上問題ないとの判断を下した。そして29日に国外滞
在中のシハモニ国王に代わり，サイ・チュム上院議長が署名し発効した。同法は，
報道規制を強化し，通信傍受などを国家に容易に認めるほか，「公共の秩序や国
家の安全が激しく混乱に陥るとき」（第 ₄ 条），首相が非常事態宣言を発出できる
ようになった。これは従来，憲法22条で国王のみに認められていた非常事態宣言
発出の権限を首相にも付与するものであった。非常事態宣言発出の条件は為政者
による恣意的な解釈が可能であり，容易に人権抑圧につながりうることから，こ
のような法律の制定には市民社会から不安の声があがった。2020年中は非常事態
宣言が発出されることなく，コロナ対策が進められたが，今後，同法がどのよう
に使われるのかは注視していく必要がある。
　 ₃ 月11日，情報省の下に虚偽情報監視委員会が設置された。インターネットや
ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）上の虚偽情報対策については，フ
ン・セン首相の Facebook アカウントが乗っ取られた2019年初め頃から，対策の
検討が本格化していた。委員会発足後，新型コロナウイルスに関する虚偽情報と
同時に，政府への不公平な批判，国王への侮辱なども監視対象となった。年末ま
でに合計1000件以上のウェブサイトや投稿が指摘され，場合によっては捜査の対
象とされた。同委員会は監視対象の SNS を拡大するなどしており，言論統制の
ツールとなっている。
　 ₈ 月，政府は公共秩序法案を公表した。公共空間でのミニスカートの着用や喫
煙，路上生活などを罰則付きで規制する内容であったため，市民社会からはさら
なる不安の声があがった。同法案は新型コロナウイルス対策とは直接関係はない
ものの，政府が社会管理を強化しようとする動きのひとつと位置付けられる。

財閥企業や富裕層からの寄付金の政治的活用
　政府は災害支援やコロナ対策に資金を提供する財界との関係を強化するととも
に，その資金を利用し国民の支持獲得に努めた。10月，全国的に大規模な洪水被
害が発生した際，フン・セン首相は Facebook を通じて救援活動への協力を求め，
寄付金を募った。その結果，短期間で600万ドルもの資金が集まり，被災者のも
とに支援が届けられた。また，新型コロナウイルスワクチンを確保するために，
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保健省や経済・財務省による予算確保とは別に，12月 ₇ 日，首相は企業や富裕層
に寄付を呼び掛けた。ロイヤルグループのキット・メン総裁，LYP グループの
リー・ヨン・パット総裁など，カンボジアを代表する財閥企業や資産家らが多額
の資金を提供し，12月中に4800万ドルが集まった。このなかには，2014年にカン
ボジア国籍を取得した中国出身で大型不動産開発を行っているプリンスグループ
のチェン・ツィー総裁も名を連ねた。
　必要な支援のために資金に余裕がある人々が協力すること自体は否定されない
が，支援は首相が被災地を訪問するときなどに大々的に提供され，政権の支持獲
得のツールとなっている。首相や政権との関係を維持するために財界も要請に応
じざるを得ず，まとまった金額を拠出することで忠誠心を示す構造がある。

旧救国党の無力化進む
　2017年 ₉ 月に逮捕されたクム・ソカー旧救国党党首の裁判が 1 月に始まった。
逮捕理由となった2013年の動画での発言について審理が行われたが，新型コロナ
ウイルス感染症が拡大した ₃ 月，裁判は一時休止された。クム・ソカーには移動
の自由はないものの，自宅で過ごすことを許可されている。 ₅ 月の首相義母の葬
儀の際には弔問に訪れ，首相との面会が実現した。10月には，首相の呼びかけに
応じて洪水被害への救援キャンペーンに参加したり，22日にパトリック・マー
フィー米大使と会談するなど，比較的自由に国内移動が許されるようになった。
　しかし，旧救国党への抑圧が緩まることはなかった。2019年11月にサム・ラン
シー前党首が帰国を試みた事案に関与した129人の党関係者らに逮捕状が出された
裁判について，2020年11月26日，プノンペン裁判所は彼らの裁判を2021年 1 月と ₃
月に分割して行うことを発表した。これを受けて，アメリカに滞在しているムー・
ソクフオ旧救国党副党首は2021年 1 月 ₄ 日の帰国を宣言したが，実現しなかった。
サム・ランシー前党首も，2019年の帰国失敗以来，フランス滞在が続いている。
　このようななか，2017年の解党時に政治活動を禁止された党所属政治家118人
の一部は，このまま救国党が2022年の地方選挙，2023年の総選挙に参加できない
ことを恐れ，政治活動再開に向け動き出した。彼らは2019年 1 月以降，政治活動
再開の要請を内務省に提出し，2020年末までに ₄ 政党が設立された。しかし小規
模なままでは知名度があがらず，国政での議席獲得は不可能である。とはいえ，
旧救国党の政治家が団結して目立った活動を行うことも難しい。政府・人民党は，
表面的には旧救国党政治家たちの政治活動の自由を容認しているようにもみえる
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が，実際には，緩急をつけて彼らの活動を引き続き抑え，旧救国党はさらに無力
化が進んでいる。

内閣改造の実施
　2018年総選挙後，フン・セン首相は実績に応じた大臣交代を2020年に行うと予
告していた。 ₃ 月30日， 1 省の名称変更と ₄ 人の大臣交代を伴う内閣改造案が国
民議会で承認された。工業・手工芸省が工業・科学技術・イノベーション省へと
変更され，科学技術・イノベーション総局および国立科学技術・イノベーション
研究所が新しく省内に設置された。大臣は2018年から工業・手工芸大臣を務めて
いるチャン・プラシットがそのまま留任した。
　アン・ヴォン・ヴァッタナー司法大臣，トラム・イウテック郵便・電信大臣，
ヒム・チェム宗教・祭典大臣，ピッチ・ブンティン公務員大臣が，特命事項担当
上級大臣に昇格した。代わって，司法省のクット・リット長官が司法大臣，国民
議会のチア・ヴァンデット計画・投資・農業・地方開発・環境・水資源委員長が
郵便・電信大臣，閣僚評議会のチット・ソコン長官が宗教・祭典大臣，そして内
務省のプルム・ソカー長官が公務員大臣に就任した。
　首相は，交代した ₄ 大臣とも有能ではあるが年齢を考慮する必要があったと説
明したうえで，行政・司法・財政の改革やデジタル化への対応を進める方針を表
明した。近年，一部の閣僚の交代が ₂ 年おきに行われ，若返りが進む一方で，高
齢の元各省担当大臣が特命事項担当の副首相や上級大臣として閣内に残ることが
多く，閣僚数は徐々に増加している。長年培った貴重な知見が生かされる可能性
はあるが，こうした人事がどこまで効率的な政権運営に資するかは疑問である。

経 済

経済概況
　経済は新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて，大きく後退した 1 年で
あった。IMF は2020年の実質国内総生産（GDP）成長率をマイナス3.5％と推計し
ている。とりわけ，観光業と縫製・製靴業への影響が大きかったと考えられる。
ただし，物価については，新型コロナウイルスや洪水の影響で食料品価格などが
上昇した一方で，国際的な石油価格の下落もあり，インフレ率は2.9％で安定した。
為替レートも 1 ドル当たり4093リエル（年平均）で安定的に推移している。
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　12月29日の首相発表によれば，2020年の輸出総額は160億ドル（前年比14％増）
と見込まれる。ただし，カンボジア縫製業協会（GMAC）によれば，主要な輸出品
である衣料品の輸出額は11月までに前年比10％近く減少したという。衣料品輸出
の伸びが低迷した分，農産品（後述）や自転車など他の品目が一定程度補ったもの
と推察される。
　最大の衣料品輸出先である EU は，カンボジアの人権状況悪化を理由として，
₈ 月から低付加価値の衣料品，靴を含む40品目への EBA 適用を停止した。EBA
の適用がなくなり，衣料品には12％，靴には17％の関税が課せられるようになっ
た。さらに新型コロナウイルスの感染拡大にともなう需要の低迷もあり，EU 統
計局（Eurostat）によれば，2020年の EU のカンボジアからの輸入額は前年から
20％減少の41億7612万ドルであった。衣料品（HS コード61および62の合計）が28
億758万ドル（前年比24％減），靴（HS64）が ₆ 億3230万ドル（同14％減）と大きく減
少した一方，EU のセーフガード発動により0％から段階的に税率が引き上げら
れているコメ（HS1006）は 1 億5880万ドル（同 ₃ ％減），新型コロナウイルス対策
で公共交通機関を避けた人々による需要が増えた自転車（HS8712）は ₃ 億1631万
ドル（同 ₆ ％増）であった。
　一方，アメリカへの輸出は拡大した。アメリカ国勢調査局（US Census Bureau）
によると，カンボジアからの輸入総額は65億7770万ドル（前年比23％増）に増加し
た。衣料品は29億5467万ドル（同25％増），特恵関税の適用により近年輸出が伸び
ている旅行用品（HS4202）は ₉ 億1932万ドル（同 ₄ ％増），需要が増えた自転車は
1 億3625万ドル（同202％増）で，EU 向け輸出の停滞を一定程度補った。
　観光業は，海外からの渡航者が激減し，年間の到着者数は130万6143人（前年比
80％減）であった。なかでも， 1 ～ ₃ 月の中国からの訪問者数は約26万人であっ
たが， ₄ 月には3031人まで落ち込んで年内は回復することはなかった。国際的な
観光地アンコールワットの外国人観光客数は年間40万人で，前年から ₈ 割以上減
少した。 ₆ 月の時点で，約3000ものホテル・宿泊施設が閉鎖に追い込まれ， ₄ 万
5000人もの失業者が発生したと報道されている。 ₈ 月のクメール正月連休以降は，
国内の旅行者による需要が観光業を支えたが，海外からの観光客が戻るには数年
かかると考えられ，影響が長引くことが懸念される。

大規模洪水被害の発生も好調な農業セクター
　10月中旬から相次いだ豪雨は，ベトナムとともにカンボジア国内全体に甚大な
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被害を与えた。コンポンスプー州のプレック・トナウト川やバッドンボーン州の
カンポンプオイ貯水池などが氾濫し，影響は19州・都に及んだ。11月 ₄ 日までに
死者42人，80万人が直接的な被害に直面し，200万人が影響を受けた。被害を受
けた人たちのなかで38万8000人はぜい弱な立場に置かれる貧困層の人々で，政府
や国際社会，そして民間からの寄付による支援（既述）を受けた。
　農地は大規模な被害を受けたが，農業全体では洪水や新型コロナウイルスによ
る経済への負の影響を最小化するうえで大きな役割を担った。コメの生産高は
1093万トンで，精米の輸出は前年から11.4％増え69万トンとなった。中国に28万
9439トン，EU に20万3791トン，ASEAN に ₈ 万6899トン，その他29カ国に11万
700トンが輸出された。精米以外にも，天然ゴム関連で ₄ 億8276万ドル，キャッ
サバ，カシューナッツなどの作物が21億7000万ドル分輸出されるなど，農業分野
で の 輸 出 は 好 調 だ っ た。 コ ン ポ ー ト 州 の 名 産 で 地 理 的 表 示（Geographical 
Indication：GI）を取得している胡椒も60トン以上が輸出された。

縫製・製靴業への打撃
　縫製・製靴業は，EBA の適用取りやめと新型コロナウイルスによって大きな
打撃を受けた。 ₂ ～ ₃ 月にかけて中国からの原材料の輸入が滞り，工場の操業が
困難になったことで労働者の一時帰休が相次いだ。 ₃ 月半ばごろには物流が復旧
し，中国からの原材料が届くようになったことで生産は回復した。しかし，新型
コロナウイルス感染症拡大にともなう主要市場における需要の減少は，国内での
生産縮小をもたらした。国内の縫製・製靴などの工場は，2020年初に1069社が登
録されており，約92万3000人が働いていたが（そのうち輸出企業は550～600社で
労働者は約65万人），最も深刻だった ₆ 月には最大で19万3924人の労働者が影響
を受けた。年末までに129社が閉鎖され ₇ 万人近い人々が失業もしくは一時帰休
した。ただし，2020年末までに112社が新たに操業を開始しており，2021年以降
の回復に望みをつないでいる。
　2020年初から新型コロナウイルスの感染拡大が EU との貿易にも影響を与えは
じめたため，EBA の適用停止そのものの影響はみえづらくなったが，負の影響
を及ぼしていることは確実である。GMAC は EU に対し縫製品への EBA の再適
用を求めているが，今後の見通しは不透明である。政府は EBA 適用停止の影響
を軽減するための外交努力を行っており，2021年 1 月に EU を離脱するイギリス
からは，縫製品を含む後発途上国向け特恵関税の適用を認められた。
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　このような状況下にあって，2021年 1 月から適用される縫製・製靴業で働く労
働者の月額最低賃金について，例年どおり ₉ 月に政労使による交渉が行われた。
雇用者から引き下げを主張する声もあったが，前年から ₂ ドル引き上げとなる
192ドルに決定された。これは2013年以降で最も低い水準の上げ幅である。

労働者への支援と貧困層への現金支給プログラム実施
　 ₂ 月以降，コロナ禍により労働者は厳しい状況に置かれた。先述のように海外
からの観光客の大幅な減少のため，観光業に従事する人々は苦境に陥り，縫製業
でも失業もしくは収入が大幅に減少する人たちが発生した。また，貧困層もより
厳しい状況に追い込まれたことから，政府は現金支給による支援を行った。
　 ₂ 月28日，政府は労働契約が停止される労働者に対し，雇用主が給料の40％，
政府が最低賃金（190ドル）の20％を支払い，そのかわりに労働者は職業技術訓練
研修に参加する義務を負うという指導を発出した。しかし，経営状況が悪化した
雇用主側の負担を減らすため， ₄ 月17日，縫製・製靴業および観光業の企業が労
働契約を停止する際には月額30ドルを支払うこと，観光業の場合は企業の支払い
能力に応じて労働者に一定額を支払い，政府が労働者に対して月額40ドルを支払
うこと，国家社会保障基金（National Social Security Fund：NSSF）への保険料支払
いは免除することが定められた。なお， ₄ 月以降，労働者の研修参加は義務では
なくなった。また， ₆ 月 1 日，雇用者の負担を減らすため，2020年の年功手当

（ 1 年働くと賃金15日分相当額が年 ₂ 回受け取れる仕組み）の支払いを翌年まで延
期することも発表された。
　全国貧困世帯識別プログラムによって支援を受ける貧困世帯に対しては， 1 人
あたり都市部で30ドル，農村部で20ドルの現金を支給する新たなプログラムが実
施された。同プログラムは ₆ 月25日に始まり，第 1 回は53万8380世帯が230万ド
ルを受け取るなど，11月までに 1 億6500万ドルが支出された。 ₇ 月には，貧困世
帯認定を受けるための虚偽申告事例が多く発覚したため，計画省は検査体制を強
化しこのプログラムを継続した。

対 外 関 係

中国との緊密な連携
　フン・セン首相は新型コロナウイルス感染症が最初に深刻化した中国に対して，
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寄り添う姿勢を貫いた。 1 月末，武漢に滞在しているカンボジア人留学生に対し
「カンボジア人は中国から去らない」と述べ，緊急帰国を支援しなかった。 ₂ 月

₅ 日には，新型コロナウイルスへの感染が拡大していた中国を訪問し，習近平国
家主席と会談を行った。また， ₃ 月15日から ₂ 週間，中国軍との合同演習「金
龍」は予定どおりに実行され，両軍合計3000人が参加した。一方で，フランス人
観光客の集団感染発生後の ₃ 月23日には，中国から医療専門家 ₇ 人の派遣やマス
クなどの衛生用品の寄贈を受けるなど，コロナ対策でも緊密に連携した。
　中国人観光客・投資家の訪問が途絶えたことは，経済に深刻な影響を及ぼした。
とりわけ，観光業や不動産業で中国マネーを集めていたプレアシハヌーク州への
影響は大きかった。しかし，プレアシハヌーク州に対する中国の開発協力は止ま
ることはなく，同州は2020年中に中国の16省・都市と投資や環境についての協力
を推進する覚書を締結した。プノンペン＝シハヌークビル間の高速道路化計画は
中国の支援によって建設が続けられ，プレアシハヌーク州のインフラ改善への取
り組みも継続的に行われた。
　さらに， 1 月に始まった中国との自由貿易協定（FTA）交渉は早期に合意に達し，
10月12日，中国の王毅外相が来訪して署名が行われた。今後，農産品を中心とし
て中国への輸出が拡大していくことが期待されている。

アメリカからの疑惑の目と新型コロナ対策支援の進展
　アメリカも EU 同様にカンボジアの人権状況に鑑み一部の政府高官のビザ発給
停止や資産凍結を行っていたが，2019年後半からは首脳間の書簡の交換などで関
係改善に向けた前向きな取り組みがみられた。その一方で，カンボジア政府の中
国との関係には常に疑いの目を向けてきた。
　 ₉ 月，コッコン州で港や空港，リゾート・コンプレックスの大規模観光開発を
行ってきたユニオン・デベロップメント社が中国政府の軍事的資産に資する活動
を行っているとして，アメリカ政府は同社に対して制裁を課した。10月には，
2019年にアメリカの『ウォール・ストリート・ジャーナル』紙が報道したプレア
シハヌーク州のリアム空軍基地を中国軍に使わせる密約の噂が再燃した。しかし
カンボジア政府は密約の存在を再び否定した。
　コロナ対策については，アメリカも支援に積極的に関与した。12月，カンボジ
アの人権状況や中国関連の問題がクリアされれば供与されるという新型コロナ対
策および付随する経済協力のための8550万ドルもの支援を含む予算が，アメリカ
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の下院で承認された。

タイとのコロナ対策協力とタイ人活動家行方不明事件
　タイとは，政府間協力によりコロナ対策が進められた。タイで働く100万人以
上のカンボジア人労働者に対し，タイ政府はビザの延長を容認した。一方で， ₃
月，陸路国境を封鎖したため，カンボジア人労働者たちは封鎖前に国境に殺到し，
約 ₈ 万人が帰国した。また，12月にタイ国内の移民労働者コミュニティーで集団
感染が起き，153人のカンボジア人労働者の感染も確認された。この時にタイか
ら約8000人が帰国したが，国境での検査および隔離措置の際に80人以上の陽性者
が発見された。人の移動制限とは別に，物流は可能なかぎり途絶えないように配
慮されたが，タイ商務省によると，カンボジアによるタイへの輸出は11億4800万
ドル（前年比50％減），輸入は60億8900万ドル（同15％減）と低調だった。
　政府間の良好な関係ゆえに，背後では市民の権利が脅かされる事案が発生した。
₆ 月 ₄ 日，2014年以降カンボジアで生活をしているタイ人反政府活動家のワン
チャルームが何者かに拉致されて行方不明になった。同氏は，SNS を通じてタ
イ政府批判を行っており，2018年にタイ国内でコンピューター犯罪法違反容疑で
の逮捕状がでていた。カンボジア政府は公式に事件の発生を認めていないが，拉
致当時通話中だった姉の証言から，暴力的なかたちで連れ去られた可能性が高い
とみられている。

ベトナムとのコロナ対策と国境画定問題
　ベトナムとのあいだでも， ₃ 月15日に国境が閉鎖され，一時的に人・物流とも
に止められたが，20日以降は，国境でのトラック運転手の交代などの感染対策を
条件に，物流は再開された。 ₆ 月には，十分な感染対策のもとにビジネスマンや
学生の往来も認められるようになった。
　ベトナムとの国境画定については，2019年10月，カンボジアとベトナムのあい
だで，「1985年の国境画定条約と2005年の補足条約を補足する条約」および「国
境標石の設置に関する国境画定議定書」が署名されていたが，2020年も国境問題
解決への取り組みが続いた。この問題は二国間の問題であると同時に，国内政治
のイシューでもあった。野党勢力は政府がベトナムに有利な国境画定を容認して
いると疑いの目でみており，長年この問題を政府批判の材料としている。 ₄ 月26
日，カンダール州の国境地域にベトナム軍が31個ものテントを設置したことに対
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して，カンボジアの外務・国際協力省はベトナム政府に抗議し，撤去を申し入れ
た。また， ₇ 月には，カンボジア労働組合連合のロン・チュン会長が，トゥボー
ンクモム州の国境でベトナム側がカンボジア側の住民の権利を侵しており，カン
ボジア政府の対応が不十分であると批判を繰り返した。その後，同会長は ₇ 月31
日に逮捕され，人々を扇動したとして起訴された。フン・セン首相は， ₈ 月25日
に国境問題を担当するヴァ・キムホン副首相に国境地域の視察を命じ，政府のや
り方に誤りがないことをアピールした。
　陸路国境画定は84％が終了した。11月，カンボジアの国民議会はこれまでの画
定内容を承認し，12月の外相会談では批准書が交換された。同時に，両国外相は
今後のコロナ対策の協力と経済の活性化を約束し，友好関係を確認した。国境画
定により，国境地域の経済開発や地域全体の協力がさらに進むことが期待される
が，完了するまで国境地域では局所的に両国の兵士や警備関係者が対峙したり，
カンボジア国内の政治問題としても火種となり続けるだろう。

2021年の課題
　国内政治では，2023年総選挙に向けたせめぎあいが本格化していく。とくに野
党勢力は，旧救国党指導者たちが政治活動に復帰できるかが注目される。一方で，
コロナ対策を楯に，政府の社会管理・監視強化がさらに進められる可能性がある。
　経済面では GDP 成長率は ₄ ％程度への回復が見込まれているが，難しい状況
が続く。新型コロナウイルス感染症が収束し，中国人投資家や観光客が戻ってく
ることへの期待は高いが，2021年に入ってから再度感染が拡大しており，死者も
発生するなど先行きは不透明である。EU の EBA の再適用が難しいなか，中国
との FTA 締結，地域的な包括的経済連携（RCEP）協定署名に続き，政府はより多
くの国との FTA 交渉を進めている。市場を多角化させつつ，国内産業の育成が
より重要となる。
　政府はコロナ対策では中国に大きく依存し，2021年 ₂ 月に中国製ワクチンの接
種を開始した。一方で， ₃ 年連続で行われてきた中国との合同軍事訓練を2021年
は実施しないことが発表された。これが一時的なものなのか，米中やその他の
国々とのバランスを取り直す一歩となるのか，慎重に見極める必要がある。
� （地域研究センター）
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1 月 2 日 ▼旧救国党元国民議会議員チウ・カ
ターなどが国を愛する党（CNLP）結成を発表。
3 日 ▼カエップ州にて建設中の ₇ 階建てビ

ル倒壊。36人死亡。
6 日 ▼政府，交通・物流暫定マスタープラ

ンを承認。
15日 ▼プノンペン裁判所，クム・ソカー旧

救国党党首の裁判開始。
20日 ▼ 中国との 1 回目の自由貿易協定

（FTA）交渉開始（～23日）。
27日 ▼プレアシハヌーク州の中国人観光客

から国内初の新型コロナウイルス感染確認。
2 月 1 日 ▼ 第42回人民党中央委員会総会（～
₂ 日）。
3 日 ▼フン・セン首相，韓国訪問（～ ₅ 日）。
5 日 ▼首相，中国・北京訪問。習近平国家

主席と会談。
9 日 ▼ラオスのブンニャン・ウォラチット

国家首席公式訪問（～10日）。
12日 ▼ EU， ₈ 月からの特恵関税制度「武

器以外すべて」（EBA）適用一部停止を発表。
13日 ▼新型コロナ感染疑いの乗客を乗せた

クルーズ船ウエステルダム号がシハヌークビ
ル港に寄港。19日までに全員の陰性確認。
17日 ▼鳥インフルエンザ対策のため，ベト

ナムからの鶏輸入を禁止。
3 月 6 日 ▼諮問勧告高等評議会，モンドルキ
リ州知事らが不正な土地売買にかかわってい
るのではないかと指摘。
8 日 ▼シアムリアプ州にて国内 ₂ 例目の新

型コロナ感染者確認。カンボジア人としては
初。政府はシアムリアプ州の学校を閉鎖。
11日 ▼情報省，虚偽情報監視委員会設置。
13日 ▼国民議会，工業・手工業省の名称を

工業・科学技術・イノベーション省に変更す
る法案可決。

14日 ▼政府，プノンペンの学校を ₄ 月19日
まで閉鎖。16日には全国の学校を閉鎖。

▼17日以降フランス，ドイツ，イタリア，
アメリカ，スペイン，18日以降イランから到
着する外国人入国禁止を発表。
15日 ▼中国軍との合同演習実施（～31日）。

▼ベトナム，カンボジア国境を閉鎖。カン
ボジアも20日に閉鎖。
22日 ▼フランス人観光客29人を含む84人の

新型コロナウイルス感染を確認。
23日 ▼新型コロナウイルス対策のために中

国から専門家チーム ₇ 人が到着。
27日 ▼外務・国際協力省，すべての外国人

に対し，ビザ発行停止や新型コロナウイルス
への非感染証明提出などの入国制限を発表。
30日 ▼国民議会，司法大臣，郵便・電信大

臣，宗教・祭典大臣，公務員大臣の交代など
の内閣改造案を承認。
4 月 1 日 ▼保健省，オンラインでの衛生用品
販売を禁止。
3 日 ▼内務省，新型コロナウイルス対策の

ため大規模集会を制限。
7 日 ▼政府， ₄ 月 ₉ ～16日に予定されてい

たクメール正月の連休延期を発表。
8 日 ▼首相，ポンペオ米国務長官と電話会

談。
9 日 ▼ 勅令にて，プノンペンおよびカン

ダール州との往来，州境を越える移動を禁止
（～16日）。労働・職業訓練省は事業者に対し
て，同期間中の通常通りの操業と帰省する労
働者の隔離措置を求める通達を発表。
10日 ▼国民議会，非常事態法案可決。17日

に上院可決，29日にサイ・チュム上院議長の
署名により成立。
14日 ▼首相，新型コロナウイルスに関する

ASEAN 特別首脳会議にオンラインで出席。

重要日誌 カンボジア　2020年
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17日 ▼政府，契約停止された縫製・製靴労
働者や観光業従事者に月額40ドル支給を発表。
20日 ▼ EU，新型コロナウイルス対策に

6670万ドルの支援を表明。
26日 ▼カンダール州ベトナム国境にて，ベ

トナム軍兵士によるテント設置が判明。
5 月 1 日 ▼交通違反の罰則厳格化開始。
4 日 ▼首相義母，ブン・シアンリー氏死去。

享年96歳。

▼土地問題の調査をしていたクメール勃興
党（KRP）のソック・ソヴァン・ヴァッタナ・
サブン党首が諮問勧告高等評議会員を解任。
8 日 ▼国王，北京の私邸で王毅外相と会談。
13日 ▼外務・国際協力省，ベトナム政府に

カンダール州国境地域のテント撤去を要請。
15日 ▼閣僚評議会，諮問勧告高等評議会の

管轄範囲を規定する文書発表。
20日 ▼保健省，フランス，ドイツ，イタリ

ア，アメリカ，スペイン，イランからの入国
禁止を解除。
21日 ▼アメリカ，新型コロナウイルス対策

として750万ドルの支援発表。
25日 ▼ ACLEDA 銀行，民間銀行として初

めて株式公開。
27日 ▼タイ，新型コロナウイルス対策とし

て200万バーツの支援発表。
6 月 1 日 ▼労働・職業訓練省，2020年分の縫
製工場労働者への年功手当支払いの延期発表。
4 日 ▼国民議会，マネー・ローンダリング

法案可決。
5 日 ▼タイ，隣国出身労働者へのビザを ₇

月末まで延長。

▼日本，シアムリアプ州病院支援や人材育
成など，無償資金協力45億100万円供与を約
束。
9 日 ▼プレアシハヌーク州知事交代。同州

は中国の16省・都市と投資や環境などについ

ての協力覚書を締結。

▼中国へのマンゴー輸出に合意。年間50万
トンの輸出を予定。
10日 ▼首相，インドのモディ首相と電話会

談。
19日 ▼ベトナム国境の閉鎖を解除し，投資

家や学生の往来再開。
21日 ▼首相，全国貧困世帯識別プログラム

で認定される貧困世帯に 1 人当たり月額30ド
ルの現金支給を発表。25日開始。
23日 ▼プラック・ソコン外相と中国の王文

天大使，メコン－ランツァン協力特別基金
2020の722万ドル分のプロジェクトに署名。
7 月 4 日 ▼ 11月にプノンペンで開催予定だっ
たアジア欧州会議（ASEM）延期決定。
8 日 ▼バッドンボーン州副知事ら，土地取

引での汚職で訴追。
9 日 ▼ 韓国，カンボジアとの FTA 交渉開

始を宣言。
21日 ▼ポイペトにてチクングニア熱発生。

₉ 月までに全国で6000人以上が感染。
31日 ▼カンボジア労働組合連合ロン・チュ

ン会長をベトナム国境地域住民の土地問題で
人々を扇動したとして逮捕。
8 月 1 日 ▼インドネシアとマレーシアからの
発着便一時停止。
4 日 ▼首相，第 ₃ 回メコン－ランツァン協

力首脳会議に参加。
11日 ▼政府，水祭り（10月30日～11月 1 日）

の中止決定。
12日 ▼ EU，EBA の一部適用取りやめ実施。
13日 ▼フィリピンからの発着便一時停止。
14日 ▼ 閣僚評議会，「産業開発計画2015」

の進捗報告書承認。
17日 ▼クメール正月の連休振替（～21日）。
21日 ▼茂木外相，プノンペン訪問（～22日）。

22日に首相と会談。
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30日 ▼ バッドンボーン州の中央市場建物
（1937年設立）で大規模火災発生。
9 月 2 日 ▼クメールルージュ時代の S21刑務
所所長で終身刑服役中のカン・ケック・イウ
が死去。享年78歳。
10日 ▼労働・職業訓練省，2021年の縫製・

製靴労働者の月額最低賃金を192ドルとする
省令を発表。
10月 1 日 ▼国家選挙管理委員会，2020年度投
票人登録実施（～19日）。25万6545人が新規登
録，14万1178人を名簿から削除。
2 日 ▼ごみ収集を担う CINTRI 社の労働者

300人がストライキ開始。 ₈ 日に一部は復帰。
5 日 ▼ 国民議会，統合型リゾート・商業

ギャンブル管理法案可決。
6 日 ▼国民議会，国有財産法案可決。
7 日 ▼イオン ₃ 号店，起工式。
11日 ▼中国の王毅外相，公式訪問（～12日）。
12日 ▼中国と FTA 署名。
23日 ▼閣僚評議会2021年予算法案承認。歳

出32兆97億リエル（約80億ドル），歳入27兆
7687億リエル（約69億ドル）の見込み。
26日 ▼プノンペンのチャオムチャオ地区国

道 ₄ 号線・ロシア通りにアンダーパス完成。
28日 ▼ 中央銀行のデジタル通貨「バコン」

システム，運用開始。
11月 2 日 ▼すべての学校再開。

▼国民議会，ベトナム国境標石の設置に関
する国境画定議定書批准法案を可決。
3 日 ▼ハンガリーのシーヤールトー・ペー

テル外務貿易相来訪。翌日，同大臣の新型コ
ロナウイルス感染が判明。首相や関係者17人
が隔離措置。 ₄ 人の陽性が確認。
6 日 ▼日本，新型コロナウイルス対策に円

借款250億円，テロ対策強化などの無償資金
協力 ₃ 億円供与を約束。
8 日 ▼プノンペンおよびカンダール州での

学校再閉鎖。集会禁止。
15日 ▼ 地域的な包括的経済連携（RCEP）協

定署名。
16日 ▼クメール統一党（KUP），クメール国

家統一党（KNUP），蜂の巣社会民主党（BSDP）
の ₃ 党がクメール民主連盟を結成。
28日 ▼国内初の市中での新型コロナウイル

ス集団感染発生。41人が感染。
30日 ▼パキスタンの動物園から象カーバン

がシアムリアプ到着。保護区に移送。
12月15日 ▼政府，12年生の修了試験について，
全員合格とみなすと発表。

▼政府，貧困層への現金支給について翌年
1 月から第 ₄ ラウンドを実施することを発表。
16日 ▼政府，2021年 1 月 1 日から輸入関税

と特別税の減免を発表。免税対象は96品目，
減税対象は76品目。
17日 ▼プラック・ソコン外相，イギリスの

ティナ・レッドショウ大使と会談。イギリス
が2021年 1 月 1 日以降カンボジアからの輸入
に特恵関税の適用を表明。
21日 ▼タイでの新型コロナウイルス感染症

再拡大に伴い，国境での隔離を再び厳格化。

▼パイリン州，バン・スレイモン新知事就
任。 ₂ 人目の女性知事。
22日 ▼ベトナムのファム・ビン・ミン外相

とプラック・ソコン外務・国際協力大臣，オ
ンラインで会談。
23日 ▼憲法評議会，民主連盟党（LDP）が訴

えていた国家選挙管理委員会の投票人登録結
果に関する不服を却下。
28日 ▼クリス・エネルギー（Kris Energy）社，

シハヌークビル沖ブロック A でカンボジア
初の原油採掘開始。
31日 ▼司法省， ₃ 月末に開始した裁判未処

理案件の処理を加速化するキャンペーンに
て， ₃ 万5100件（89％）を終了したことを発表。
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　 1 　国家機構図（2020年12月末現在）

（注）　 1 ） 2020年版まで「最高諮問勧告評議会」「最高国防評議会」と表記していたが，訳語を整理し
直し今年度版より「諮問勧告高等評議会」「国防高等評議会」とする。なお，「諮問勧告高等
評議会」は2018年第 ₆ 期国民議会議員選挙に参加した政党の代表者により構成され，議会外
から政府の法・政策の執行を監視したり，法案や政策を提案するなどの役割を担う機関であ
る。
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　 2 　大臣会議名簿（2020年12月末現在）

首相 Hun Sen
副首相

Sar Kheng, Tea Banh, Hor Namhong, 
Men Sam An, Bin Chhin, Yim Chhaily, 
Ke Kim Yan, Prak Sokhonn, 
Aun Pornmoniroth, Chea Sophara

上級大臣
Chhay Than, Pol Saroeun, Kun Kim, 
Meas Sophea, Cham Prasidh, Nhim Vanda, 
Sun Chanthol, Om Yentieng, Ieng Moly, 
Var Kimhong, Yim Nol La, Him Chhem, 
Chin Bunsean, Ho Sithy, Khun Haing, 
Ly Thuch, Osman Hassan, Ang Vong Vathana, 
Tram Eav Toek, Him Chhem, Pich Bunthin

大臣会議官房大臣 Bin Chhin＊

内務大臣 Sar Kheng＊

国防大臣 Tea Banh＊

外務・国際協力大臣 Prak Sokhonn＊

経済・財務大臣 Aun Pornmoniroth＊

農林水産大臣 Veng Sakhon
農村開発大臣 Ouk Rabun
商業大臣 Pan Sorasak
工業・科学技術・イノベーション大臣
 Cham Prasidh＊＊

鉱業・エネルギー大臣 Suy Sem
計画大臣 Chhay Than＊＊

教育・青少年・スポーツ大臣
 Hang Chuon Naron
社会福祉・退役軍人・青少年更生大臣
 Vong Sauth
国土管理・都市計画・建設大臣
 Chea Sophara＊

環境大臣 Say Somal
水資源・気象大臣 Lim Kean Hor
情報大臣 Khieu Kanharith

司法大臣 Koeut Rith
議会対策・査察大臣 Men Sam An＊

郵便・電信大臣 Chea Vandeth
保健大臣 Mam Bunheng
公共事業・運輸大臣 Sun Chanthol＊＊

文化・芸術大臣 Phoeng Sokna
観光大臣 Thong Khon
宗教・祭典大臣 Chhit Sokhon
女性問題大臣 Ing Kantha Phavi
労働・職業訓練大臣 Ith Som Heng
公務員大臣 Prum Sokha
民間航空庁事務局担当大臣 Mao Havanall
首相補佐特命大臣

Sok Chenda Sophea, Mam Sarin, 
Sri Thamrong, Chheang Yanara, Yu Sun Long, 
Som Seoun, Sun Kunthor, Zakariya Adam, 
Kao Kim Horn, Uch Kim An, Keo Remy, 
Svay Sitha, Phay Siphan, Keo Rattank, 
Hun Sitha, Chhim Phal Virun, 
Noranariddh Anundayat, Hary Samart, 
Keo Ba Phnom

　（注）　＊は副首相，＊＊は上級大臣。

　 3 　立法府

上院議長 Say Chum
国民議会議長 Heng Samrin
　第 1 副議長 Nguon Nhel
　第 ₂ 副議長 Khuon Sodary

　 4 　司法府

最高裁判所長官 Dith Monty
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　 1　基礎統計
2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

人 口（100万人） - - - - - 15.6 -
籾 米 生 産（100万トン） 9.3 9.3 10.0 10.5 10.9 10.9 11.0 
イ ン フ レ 率（％） 3.9 1.2 3.0 2.9 2.4 2.0 2.9
為替レート（ 1 ドル＝リエル，年平均） 4,040 4,068 4,059 4,051 4,051 4,061 4,093
（注）　インフレ率は2018年以降，籾米生産の2020年については予測値。為替レートは市場レートの中

間値を参照。
（出所）　人口は計画省統計局“General Population Census of the Kingdom of Cambodia 2019: National 

Report on Final Census Results”（https://www.nis.gov.kh/index.php/en/15-gpc/79-press-release-of-the-2019-
cambodia-general-population-census），籾米生産は FAO “Country Briefs: Cambodia”（http://www.fao.org/
giews/country-analysis/country-briefs/country.jsp?code=KHM）， イ ン フ レ 率 は IMF“World Economic 
Outlook Database”（2021年 ₄ 月 版 ）（https://www.imf.org/en/Publications/WEO/weo-database/2021/April），
為 替 レ ー ト は 中 央 銀 行 “Monthly Average Exchange Rate”（https://www.nbc.org.kh/english/economic_
research/monetary_and_financial_statistics_data.php）。

　 2 　支出別国内総生産（名目価格）� （単位：10億リエル）
2014 2015 2016 2017 2018 2019

最 終 消 費 支 出 56,002.7 60,355.8 66,073.8 70,530.4 75,209.0 81,654.6 
家 計 消 費 51,010.7 55,042.4 60,417.0 64,427.3 68,744.0 74,751.8 
民間非営利団体消費 1,287.0 1,350.0 1,424.1 1,500.6 1,561.2 1,614.7 
政 府 消 費 3,704.9 3,963.3 4,232.7 4,602.5 4,903.8 5,288.2 

総 資 本 形 成 14,899.8 16,485.6 18,446.6 20,564.0 23,341.4 26,660.2 
総 固 定 資 本 形 成 14,188.5 15,738.1 17,617.5 19,670.8 22,448.3 25,697.2 
在 庫 増 減 711.3 747.5 829.2 893.1 893.1 963.0 

財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 42,217.8 45,315.3 49,786.3 54,510.9 61,315.0 67,209.0 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 45,188.6 48,565.9 53,350.3 57,586.6 63,014.4 68,720.5 
統 計 上 の 不 突 合 -494.9 -168.1 285.5 1,811.8 2,693.3 3,210.7 
国 内 総 生 産（GDP） 67,436.8 73,422.7 81,241.9 89,830.5 99,544.3 110,014.0 
（出所）　ADB, Key Indicators 2020（https://www.adb.org/publications/key-indicators-asia-and-pacific-2020）.

　 3 　産業別国内総生産（実質：2000年価格）� （単位：10億リエル）
2014 2015 2016 2017 2018 2019

農 林 水 産 業 9,101.4 9,119.9 9,240.6 9,401.2 9,517.5 9,453.9
鉱 業 431.0 517.0 614.9 720.5 830.7 1,009.9
製 造 業 9,041.3 9,875.3 10,571.2 11,252.6 12,287.0 13,102.0
電 気 ・ ガ ス 等 253.9 278.2 302.3 328.4 360.9 386.4
建 設 2,614.4 3,117.3 3,796.6 4,479.9 5,252.8 6,237.5
卸 売 ・ 小 売 ・ 車 両 修 繕 3,577.6 3,854.6 4,101.1 4,369.0 4,662.3 4,945.4
宿 泊 ・ 飲 食 2,151.1 2,203.4 2,260.4 2,393.6 2,532.1 2,603.6
運 輸 ・ 倉 庫 2,584.2 2,792.1 3,008.5 3,248.7 3,493.2 3,802.5
金 融 ・ 保 険 902.3 976.2 1,053.7 1,134.4 1,219.9 1,316.0
不 動 産 2,552.5 2,855.2 3,137.4 3,409.2 3,663.8 3,957.7
行 政 ・ 国 防 450.1 470.7 495.7 523.4 554.0 585.0
そ の 他 サ ー ビ ス 3,685.5 3,874.4 4,124.9 4,378.9 4,642.3 4,847.2
基準価格表示の総付加価値 37,345.3 39,934.3 42,707.2 45,639.9 49,016.5 52,246.9

（控除）帰属計算された銀行手数料 652.2 709.5 762.6 828.5 901.3 972.5
間 接 税 － 補 助 金 3,488.9 3,784.5 4,088.6 4,451.1 4,841.0 5,303.7
国 内 総 生 産（GDP） 40,182.0 43,009.3 46,033.2 49,262.5 52,956.2 56,578.1
（出所）　表 ₂ に同じ。
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　 4　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2017 2018 2019

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 753.5 5,286.8 858.7 6,139.6 1,012.1 7,585.7
日 本 850.2 583.8 1,076.3 736.4 1,140.0 887.7
香 港 239.7 513.0 310.1 594.2 240.8 541.9
韓 国 169.3 490.3 200.2 563.9 212.6 673.2
台 湾 37.4 517.5 42.8 641.5 47.8 779.8
A S E A N 1,122.6 5,494.0 954.7 7,020.8 1,335.0 7,977.1

タ イ 429.9 2,354.2 313.4 3,222.1 507.5 3,234.4
ベ ト ナ ム 325.8 1,682.3 361.8 2,221.0 359.2 2,724.8
シ ン ガ ポ ー ル 158.8 609.9 78.2 573.4 272.7 605.9
マ レ ー シ ア 147.3 285.5 128.8 357.1 116.0 583.8
イ ン ド ネ シ ア 15.8 536.9 21.5 605.5 22.5 772.5
フ ィ リ ピ ン 33.6 17.4 33.3 32.8 36.9 37.5
ラ オ ス 5.8 4.5 7.4 1.7 2.5 7.6
ミ ャ ン マ ー 2.1 2.3 2.9 7.2 3.4 10.5
ブ ル ネ イ 3.5 1.0 7.4 0.0 14.3 0.0

ア メ リ カ 2,408.3 196.8 3,044.4 266.3 4,414.3 318.4
カ ナ ダ 688.9 57.5 777.9 98.2 839.3 121.7
ド イ ツ 1,005.3 88.9 1,098.3 108.7 1,081.8 121.2
フ ラ ン ス 422.0 68.6 424.7 73.3 410.4 100.7
イ ギ リ ス 1,014.1 30.8 1,015.8 60.4 979.9 83.1
そ の 他 2,602.1 1,473.1 2,936.7 1,827.3 3,152.3 1,868.2
合 計 11,313.4 14,800.9 12,740.4 18,130.6 14,866.3 21,058.6
（出所）　IMF, Direction of Trade Statistics（https://data.imf.org/?sk=9D6028D4-F14A-464C-A2F2-

59B2CD424B85）.

　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2014 2015 2016 2017 2018 20191）

経 常 収 支 -1,443 -1,598 -1,733 -1,800 -2,992 -4,207
貿 易 収 支 -3,852 -3,949 -3,846 -4,278 -5,844 -7,255

輸 出 8,170 9,336 10,273 11,224 12,963 14,987
輸 入 12,022 13,285 14,119 15,502 18,806 22,242

サ ー ビ ス 収 支 1,727 1,712 1,602 1,863 2,407 2,881
貸 方 3,811 3,955 4,033 4,608 5,451 6,086
借 方 2,084 2,242 2,430 2,745 3,044 3,205

所 得 収 支 -931 -998 -1,050 -1,141 -1,277 -1,590
貸 方 332 354 377 442 578 731
借 方 1,264 1,352 1,427 1,582 1,855 2,320

第 二 次 所 得 収 支 1,613 1,636 1,561 1,756 1,722 1,756
貸 方 1,755 1,760 1,741 1,902 1,859 1,890
借 方 142 123 180 146 138 133

資 本 移 転 等 収 支 268 265 283 279 293 168
金 融 収 支 -1,732 -2,677 -2,618 -3,393 -3,682 -6,386

直 接 投 資（純） -1,771 -1,735 -2,397 -2,673 -3,089 -3,604
証 券 投 資（純） 23 15 2 5 42 12
そ の 他 投 資（純） 17 -956 -224 -725 -635 -2,794

誤 差 脱 漏 198 -513 -296 -241 462 321
総 合 収 支 754 831 873 1,631 1,445 2,667
（注）　 1 ）予測値。IMF 国際収支マニュアル第 ₆ 版に基づく。金融収支の符号は（＋）は資本流出，（－）

は資本流入を意味する。
（出所）　表 ₂ に同じ。
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　 6　中央政府財政 （単位：10億リエル）
2014 2015 2016 2017 2018 20191）

歳 入 12,908.6 13,589.2 16,102.4 18,333.0 21,956.9 26,302.5
税 収 9,863.7 10,707.1 12,044.8 14,183.1 16,974.4 21,646.7
贈 与 1,728.3 1,422.8 2,009.0 1,704.6 2,128.1 1,319.9
そ の 他 収 入 1,316.6 1,459.3 2,048.6 2,445.3 2,854.4 3,335.9

支 出 8,397.7 8,838.3 10,538.0 12,798.1 14,453.9 17,131.9
収 支 4,510.9 4,751.0 5,564.4 5,534.9 7,502.9 9,170.6
非金融資産純／総投資 5,404.5 5,387.4 5,879.2 6,442.5 7,130.0 6,489.8
歳 出 13,802.2 14,225.7 16,417.2 19,240.6 21,583.9 23,621.7
純 貸 出 ／ 純 借 入 -893.6 -636.5 -314.8 -907.6 373.0 2,680.8
プライマリーバランス -665.4 -413.6 -23.4 -619.3 711.0 3,047.4
金 融 資 産 純 取 得 1,568.2 1,612.2 1,574.1 2,606.2 2,197.8 4,960.7
純 負 債 2,461.9 2,248.6 1,888.9 1,768.3 1,876.8 2,326.9

国 内 155.9 110.7 134.4 -588.0 - -
対 外 2,306.0 2,137.9 1,754.5 2,356.2 1,876.8 2,326.9

（注）　 1 ） 暫定値。
（出所）　表 ₂ に同じ。

　 7　中央政府財政支出� （単位：10億リエル）
2014 2015 2016 2017 2018 20191）

支 出 総 額 8,689.1 9,066.8 10,762.6 13,096.5 14,972.5 17,658.7 
一 般 行 政 2,614.9 2,428.1 2,030.2 2,727.5 2,466.9 3,531.8 
国 防 1,968.0 2,160.4 2,656.9 3,154.5 3,678.1 3,980.7 
教 育 1,296.9 1,493.1 1,851.1 2,261.3 2,675.4 2,965.5 
保 健 825.2 959.8 1,050.1 1,177.4 1,379.5 1,485.1 
社 会 保 障 ・ 福 祉 541.5 599.8 686.9 797.5 901.8 1,023.7 
経 済 サ ー ビ ス 1,135.3 1,096.4 1,251.6 1,470.9 1,552.3 1,711.0 

農 業 138.4 149.0 176.2 211.3 232.3 268.0 
工 業 203.0 21.1 28.5 49.1 41.6 47.5 
交 通 ・ 通 信 352.7 375.5 434.4 474.1 465.1 498.5 
その他経済サービス 441.2 550.8 612.6 736.5 813.3 897.1 

そ の 他 307.3 329.3 1,235.7 1,507.5 2,318.6 2,961.0 
（注）　 1 ）暫定値。
（出所）　表 ₂ に同じ。


